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■2021年度の公共事業関係費の予算はコロナ禍の中でも堅調であり、前年度並みを確保 

一般会計における国土交通省の公共事業関係費の予算額の推移をみると、2015年度以降は横ばいであり、ほぼ前年度並み
予算を確保しています（図表①）。また、臨時特別の措置による公共事業関係費、補正予算による公共事業関係費を加えた実
質的な公共事業関係費をみても、2021年度は第 3次補正予算で 1兆 9,342億円が積み増され、総額で 7兆 1,929億円
となり、前年度よりも 695 億円増加しています（図表②）。公共事業関係費はコロナ禍でも落ち込むことなく堅調に推移している
と言えます。 

 
【図表① 一般会計における国土交通省の公共事業関係費の予算額の推移】 

 

出典︓国土交通省国土交通省「予算決定概要」（各年度版）より作成 
 
 
 

【本件のポイント】 
・2021年度の公共事業関係費の予算はコロナ禍の中でも堅調であり、前年度並みを確保 
・防災・減災、国土強靭化及び将来を見据えたインフラ老朽化対策のために大きな予算を確保 
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響から、民間の建設投資は大幅に減少することが危惧されるが、政府建設投資につい
ては前年度並みをキープできると考えられる 

※レポート初出︓2021年 2月 2日（ヒューマンタッチ総研） 
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【図表② 臨時特別の措置、補正予算を加えた公共事業関係費の予算額の推移】 

 
出典︓国土交通省国土交通省「予算決定概要」（各年度版）より作成 

 
■第 3次補正予算で防災・減災、国土強靭化及び将来を見据えたインフラ老朽化対策のために大きな予算を確保 
 第 3次補正予算で、防災・減災、国土強靭化等や将来を見据えたインフラ老朽化対策にどのくらいの予算が確保されたかについ
て見ると、あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」の推進に 3,826億円、集中豪雨や火山噴火等に対応した総合的
な土砂災害対策の推進に 440億円、南海トラフ巨大地震、首都直下地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震対策等の
推進に 1,485億円、密集市街地対策や住宅・建築物の耐震化の促進に 19億円、地域における総合的な防災・減災対策、
老朽化対策等に対する集中的支援に 4,246億円、将来を見据えたインフラ老朽化対策の推進に 1,283億円が投入されてお
り、総額は 1兆 1,299億円になります（図表③）。 
 予算概算要求では、公共事業に関連する「緊要な経費」に係る要望内容として、「激甚化・頻発化する自然災害等に鑑み、3
か年緊急対策として講じられてきたこれまでの実績を踏まえ、今後中長期的に達成すべき安全度の水準を見据えて、これまでの実
績を上回る必要かつ十分な規模となるよう、予算編成過程で検討する」とされていましたが、その方針通りに第 3次補正予算によっ
て防災・減災、国土強靭化等やインフラ老朽化対策に大きな予算が確保されていることがわかります。 

 
【図表③ 主な項目の要求額と予算案額の概要】 

 
予算項目 

要求額 
（対前年度通常
分予算との比較） 

予算案額 
（2020年度第 3次
補正予算を含む） 

 
概 要 

あらゆる関係者により流
域全体で行う「流域治
水」の推進 

5,027億円
（104％）＋α 

 
 

8,794億円 
（うち第 3次補正予
算 3,826億円） 

気候変動による水災害リスクの増大に備えるため
に、「流域治水」の考え方に基づき、堤防整備、ダム
建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、
自助・共助・公助の観点に立って、国・都道府県・
市町村、企業・住民など流域のあらゆる関係者で水
災害対策を推進する。 

集中豪雨や火山噴火
等に対応した総合的な
土砂災害対策の推進 

1,155億円
（101％）＋α 

1,443億円 
（うち第 3次補正予
算 440億円） 

集中豪雨や火山噴火による土砂災害に対して、事
前防災等を重視し、ハード・ソフト一体となった総合
的な対策を推進する。 
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南海トラフ巨大地震、
首都直下地震、日本海
溝・千島海溝周辺海溝
型地震対策等の推進 

1,646億円
（112％）＋α 

3,148億円 
（うち第 3次補正予
算 1,485億円） 

感染拡大防止対策を講じながら、切迫する南海ト
ラフ巨大地震、首都直下地震、日本海溝・千島海
溝周辺海溝型地震などの大規模地震に備え、想
定される被害特性に合わせた実効性のある対策を
総合的に推進する。 

密集市街地対策や住
宅・建築物の耐震化の
促進 

548億円
（109％）＋α 

623億円 
（うち第 3次補正予
算 19億円） 

大規模地震や大規模火災の発生時における人的・
経済的被害の軽減を図るため、密集市街地の改
善、住宅・建築物の耐震化や防火対策等を推進す
る。 

地域における総合的な
防災・減災対策、老朽
化対策等に対する集中
的支援 

7,847億円
（100％）＋α 

1兆 2,786億円 
（うち第 3次補正予
算 4,246億円） 

頻発する風水害・土砂災害や大規模地震・津波に
対する防災・減災対策、予防保全に向けた老朽化
対策など、地方公共団体等の取組を集中的に支
援する。 

将来を見据えたインフラ
老朽化対策の推進 

7,176億円
（103％）＋α 

8,356億円 
（うち第 3次補正予
算 1,283億円） 

インフラ長寿命化計画（行動計画）に基づき、将
来にわたって必要なインフラの機能を発揮し続けるた
め、持続可能なインフラ管理の実現に向けた取組を
推進する。 

出典︓国土交通省「2021年度予算概算要求概要」、「2021年度予算決定概要」より作成 
 

 
■まとめ 
防災・減災及び老朽化した社会インフラ対策については、国にとっての喫緊の重要課題であるという認識にぶれはなく、コロナ対策

で財政が逼迫する中でも 2021 年度の公共事業関係費については補正予算を含めて前年度を若干上回る予算が確保されまし
た。 

2021 年度の建設市場については、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う民間設備投資や住宅投資の落ち込みから、民間の
建設投資は大幅に減少することが危惧されますが、公共事業を中心とした政府建設投資については、前年度並みをキープして建
設市場を底支えするのではないかと思われます。 

 

 
 ＜このレポートに関するお問い合わせ＞ 

ヒューマンリソシア株式会社 建設 HR編集部 
 E-ｍａｉｌ︓ hrsouken@athuman.com 


